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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気信号を電波に変換して電波を放出する複数の送信アンテナ素子と、
　前記送信アンテナ素子に供給される電気信号にプリコーディングウェイトを与えること
により、前記送信アンテナ素子から放出される電波のビームの方向を制御するプリコーダ
と、
　前記複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力の相違が減縮されるように、
少なくとも一部の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を調整する少なくとも１
つの電力調整部と
　を備え、
　前記電力調整部は、配列された前記複数の送信アンテナ素子のうち、端部に配置された
送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を低減させる
ことを特徴とする無線送信局。
【請求項２】
　電気信号を電波に変換して電波を放出する複数の送信アンテナ素子と、
　前記送信アンテナ素子に供給される電気信号にプリコーディングウェイトを与えること
により、前記送信アンテナ素子から放出される電波のビームの方向を制御するプリコーダ
と、
　前記複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力の相違が減縮されるように、
少なくとも一部の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を調整する少なくとも１
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つの電力調整部と
　を備え、
　前記電力調整部は、配列された前記複数の送信アンテナ素子のうち、中央に配置された
送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を増加させる
ことを特徴とする無線送信局。
【請求項３】
　前記電力調整部は、前記少なくとも一部の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電
力を、あらかじめ設定された調整量だけ調整する
ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の無線送信局。
【請求項４】
　前記プリコーダは、異なるプリコーディングアルゴリズムから選択されたプリコーディ
ングアルゴリズムを使用して、前記送信アンテナ素子に供給される電気信号にプリコーデ
ィングウェイトを与え、
　前記電力調整部は、前記プリコーダで使用されるプリコーディングアルゴリズムに応じ
て、電力の調整量を変更する
ことを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の無線送信局。
【請求項５】
　前記少なくとも一部の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を測定する測定部
をさらに備え、
　前記電力調整部は、前記測定部で測定された電力に基づいて、前記少なくとも一部の送
信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を調整する
ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の無線送信局。
【請求項６】
　前記電力調整部は、前記測定部で測定された前記少なくとも一部の送信アンテナ素子に
供給される電気信号の電力の時間平均または正規化電力の逆数を、前記少なくとも一部の
送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力に乗算する
ことを特徴とする請求項５に記載の無線送信局。
【請求項７】
　前記電力調整部での電力の調整結果を無線受信局に通知する
ことを特徴とする請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の無線送信局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線送信局に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信の分野において、無線送信局と無線受信局との双方で複数のアンテナを用いて
送受信を実行することにより、信号伝送の高速化および高品質化を実現するMIMO（Multip
le-Input and Multiple-Output）伝送方式が活用されている。
【０００３】
　信号伝送の更なる高速化と干渉低減とを図るために、アンテナの小型化と広い帯域幅の
確保とが可能な高周波数帯（例えば、10 GHz以上）において、大量のアンテナ素子（例え
ば、100素子以上）を使用したMassive MIMO伝送方式が検討されている（例えば、特許文
献１）。例えば、ＵＭＴＳ（Universal Mobile Telecommunications System）のＬＴＥ－
Ａ以降の移動通信システムでは、Massive MIMO伝送方式が検討されている。
【０００４】
　Massive MIMOにおいては、従来のMIMOと比較して、大量のアンテナ素子を用いた高度な
プリコーディング（precoding）を実施可能である。この明細書において、プリコーディ
ングは、ビームフォーミング（Beam Forming）を行うとともに、空間的に分離した複数の
ストリームを送信するために、アンテナ素子に供給される電気信号にウェイト（重み付け
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係数）を与えることにより、電気信号の位相および振幅を調整し、アンテナ素子から放出
される電波のビームの方向を制御する技術である。ビームフォーミングは、複数のアンテ
ナ素子を制御することによりビームの指向性および形状を制御する技術である。MIMOでは
、各アンテナ素子について位相および振幅の制御が可能であるので、使用されるアンテナ
素子の数が多いほどビーム制御の自由度が高まる。プリコーディングのためのウェイト（
プリコーディングウェイト）は、無線送信局と無線受信局の間の伝送路のチャネル状態情
報（CSI）に基づいて選択される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－２３２７４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　Massive MIMOに限らず、MIMOにおいては、無線送信局が複数のストリームを送信するた
めにプリコーディングを行うので、複数の送信アンテナ素子のうち特定の送信アンテナ素
子に供給される電気信号の電力が、他の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力よ
りも極めて高い。プリコーディングの結果、各送信アンテナ素子に供給される電気信号の
電力は、送信アンテナ素子全体の配列、使用されるプリコーディングアルゴリズム、その
送信アンテナ素子の位置、およびビームの送信方向に依存すると考えられる。
【０００７】
　したがって、MIMO、特にMassive MIMOにおいては、信号のピーク対平均電力比（PAPR）
が高くなる。ここでのPAPRは、ある送信アンテナ素子に供給される最大の電力の、すべて
の送信アンテナ素子に供給される電力の平均に対する比率である。一般に、無線送信局で
は、複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力は、複数の電力増幅器でそれぞ
れ増幅される。電力増幅器は、入力と出力の線形性が維持される範囲があり、高い電力が
供給されると、出力される信号に非線形歪みが生じ、このため通信品質が低下する。また
、非線形歪みに起因して、所望の周波数とは異なる周波数成分が発生し、そのような周波
数で電波が送信されることにより、他の機器または他のシステムへの干渉が増加する。
【０００８】
　従来、OFDM（Orthogonal Frequency-division Multiplexing）におけるPAPRの低減方式
の研究が行われている。しかし、OFDMでは、特定のサブキャリアに対する電力が他のサブ
キャリアに対する電力より高いことに起因してPAPRが高くなる。MIMOでは、複数の電気信
号が同じアンテナで合成されることが問題なのであり、OFDMでのPAPRの低減方式は、役に
立ったとしても効果は限定的である。
【０００９】
　そこで、本発明は、複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力の相違が減縮
される無線送信局を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る無線送信局は、電気信号を電波に変換して電波を放出する複数の送信アン
テナ素子と、前記送信アンテナ素子に供給される電気信号にプリコーディングウェイトを
与えることにより、前記送信アンテナ素子から放出される電波のビームの方向を制御する
プリコーダと、前記複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力の相違が減縮さ
れるように、少なくとも一部の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力を調整する
少なくとも１つの電力調整部とを備える。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明においては、複数の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力の相違が減縮
される。したがって、送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力が電力増幅器で増幅
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される場合でも、電力増幅器から出力される信号の非線形歪みを低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】Massive MIMOの概要を説明するための図である。
【図２】Massive MIMOのビームフォーミングの効果を説明するための図である。
【図３】Massive MIMOのビームフォーミングで形成されるビームの形状を説明するための
図である。
【図４】Massive MIMOが使用されるスモールセル基地局が配置されるヘトロジニアスネッ
トワークを示す概略図である。
【図５】本発明の第１の実施の形態に係る無線送信局と無線受信局の構成を示すブロック
図である。
【図６】第１の実施の形態の無線送信局のMassive MIMOの送信アンテナセットを示す斜視
図である。
【図７】電力調整部を有しない無線送信局が固有モードプリコーディングによって電波を
放出する場合の送信電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフである。
【図８】電力調整部を有しない無線送信局がゼロフォーシングによって電波を放出する場
合の送信電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフである。
【図９】電力調整部を有しない無線送信局がチャネル行列のエルミート転置をプリコーデ
ィング行列として使うプリコーディングアルゴリズムによって電波を放出する場合の送信
電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフである。
【図１０】第１の実施の形態に係る電力調整を説明するための図である。
【図１１】第１の実施の形態の無線送信局の変形を示すブロック図である。
【図１２】本発明の第２の実施の形態の無線送信局を示すブロック図である。
【図１３】第２の実施の形態に係る無線送信局が電波を放出する場合の送信電力の分布を
調査したシミュレーション結果を示すグラフである。
【図１４】本発明の第３の実施の形態の無線送信局を示すブロック図である。
【図１５】本発明の無線送信局となりうるグループモビリティ中継局の用途を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、添付の図面を参照しながら本発明に係る様々な実施の形態を説明する。
Massive MIMO
　本発明の実施の形態に係るMassive MIMO伝送方式について説明する。多数の送信アンテ
ナを用いて無線通信を実行するMassive MIMOにおいては、多数ストリームの多重化によっ
て高い無線通信速度（データレート）が実現される。また、ビームフォーミングを行う際
のアンテナ制御の自由度が高まるため、従来よりも高度なビームフォーミングが実現され
る。そのため、干渉量の低減および無線リソースの有効利用が実現される。Massive MIMO
に適応した無線送信局が備える送信アンテナの数は、限定されないが、例えば３２本以上
であり、１００本以上、１０００本以上のこともある。
【００１４】
　Massive MIMOでは、高周波数帯（例えば、10 GHz以上の周波数帯）を効果的に使用する
ことができる。高周波数帯では、低周波数帯と比較して、高速通信に帰結する広い帯域幅
（例えば、200 MHz以上）の無線リソースを確保しやすい。また、送信アンテナの大きさ
は信号の波長に比例することから、無線信号の波長が短い高周波数帯を用いる場合には、
送信アンテナをより小型化することが可能である。一方、周波数が高いほど伝搬損失が増
大するため、仮に同じ送信電力で基地局から無線信号を送信しても、高周波数帯を用いた
場合には、低周波数帯を用いる場合と比較して、移動局における受信信号強度が低下する
結果となる。しかしながら、高周波数帯を用いることによる受信信号強度の低下は、Mass
ive MIMOのビームフォーミング利得により補償可能である。
【００１５】
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　図１は、周波数に応じたビーム（無線信号）の到達範囲を模式的に示す図である。従来
の基地局１（例えば、マクロセル基地局）は、低周波数帯を用いて無線通信を行うので、
Massive MIMOを実施せずに幅の広い放射パターンのビームを用いても遠くまでビームを到
達させることができる。他方、高周波数帯を使用する基地局２は、Massive MIMOを実施せ
ずに幅の広い放射パターンのビーム２Ａを用いる場合には、遠くまでビームを到達させる
ことができない。しかし、基地局２がMassive MIMOのビームフォーミングを利用し、これ
によって細い放射パターンのビーム２Ｂを放出する場合には、より遠くまでビームを到達
させることができる。
【００１６】
　ビームフォーミングは、複数のアンテナについて、電波の振幅および位相を制御するこ
とによって、電波のビームに指向性を与える技術である。図２に示すように、各アンテナ
に送信信号ｓが単に供給される場合には、これらのアンテナから放射されるビーム２Ａの
幅は広く、遠くまでビームは到達しない。他方、各アンテナに供給される送信信号ｓに適
切なプリコーディングウェイトｗ１～ｗｎ（ｎはアンテナ数）を与えることにより、幅が
狭い１以上のビーム２Ｂ１，２Ｂ２がこれらのアンテナから放射され、ビーム２Ｂ１，２
Ｂ２はより遠くまで到達する。同時かつ同じ周波数を使用し、複数の無線受信局の各々に
、１つ以上の送信ビームを向けることも可能である。アンテナ数が多いほど、ビーム数を
増加させ、ビームの幅を狭くし、ビームの方向を精度より制御することができる。ビーム
の幅が狭いほど、高い利得が得られる（すなわち無線受信局では高い電力で信号を受信す
ることができる）。
【００１７】
　図３に示すように、ビームフォーミングで形成されるビーム２Ｂの形状は、アンテナの
配列により制約される。図３では、紙面に対して平行なビーム２Ｂの断面を示すが、実際
のビーム２Ｂの形状は当然、立体的である。横方向一列にアンテナが配列される場合には
、縦方向に長く横方向に短い断面を持つビーム２Ｂが形成され、縦方向一列にアンテナが
配列される場合には、横方向に長く縦方向に短い断面を持つビーム２Ｂが形成される。縦
横ともに複数列にアンテナが配列される場合には、縦横に狭いビーム２Ｂが形成されうる
。
【００１８】
　ビームフォーミングは無線送信局で送信ビームを形成するために使われるだけではなく
、無線受信局において受信アンテナで受信した信号にウェイトを与えることにより受信ビ
ームを形成するためにも使われる。無線送信局でのビームフォーミングを送信ビームフォ
ーミングと呼び、無線受信局でのビームフォーミングを受信ビームフォーミングと呼ぶ。
【００１９】
ヘテロジニアスネットワーク
　図４は、Massive MIMOが使用される基地局の配置の例を示す。図４に示す無線通信ネッ
トワークは、マクロセル基地局１０、中央制御局（ＭＭＥ（Mobility Management Entity
））１２およびスモールセル基地局２０を備える。マクロセル基地局１０およびスモール
セル基地局２０は、ユーザ装置（移動局、UE（User Equipment））３０と通信する。図４
では、１つのユーザ装置３０のみが図示されているが、各基地局は多数のユーザ装置３０
と通信する。
【００２０】
　マクロセル基地局１０は、Massive MIMOを使用しないが、低周波数帯（例えば、2 GHz
帯）を使用し、そこから放出された電波は遠くまで到達する。図４において、符号１０Ａ
はマクロセル基地局１０のマクロセルエリアを示す。マクロセル基地局１０は広いカバレ
ッジを有するので、ユーザ装置３０と安定的に接続する。
【００２１】
　スモールセル基地局２０は、高周波数帯（例えば、10 GHz帯）を使用する。スモールセ
ル基地局２０はMassive MIMOを使用するが、そこから放出された電波の到達範囲（スモー
ルセル基地局２０のスモールセルエリア２０Ａ）は、マクロセルエリア１０Ａより小さい
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。そのため、スモールセル基地局２０とユーザ装置３０は見通し線（line-of-sight）で
接続される可能性が高く、その場合には、スモールセル基地局２０とユーザ装置３０の間
の無線チャネルでは周波数選択性が小さいであろう。スモールセル基地局２０は、広い帯
域幅（例えば、200 MHz以上）を使用し、高速通信に適する。
【００２２】
　スモールセルエリア２０Ａがマクロセルエリア１０Ａに重なるように、スモールセル基
地局２０は配置される。スモールセルエリア２０Ａに入ったユーザ装置３０はスモールセ
ル基地局２０と通信する。典型的には、スモールセル基地局２０は多くのユーザ装置３０
が存在しトラフィック量が多いと予測されるホットスポットに配置されるであろう。図４
では、１つのスモールセル基地局２０のみが図示されているが、マクロセルエリア１０Ａ
には多数のスモールセル基地局２０を配置することができる。このように、図示のネット
ワークは、カバレッジが異なる異種の基地局を有するヘテロジニアスネットワークである
。
【００２３】
　ユーザ装置３０は、複数の基地局と同時に通信するMultiple Connectivityをサポート
する機能を有する。典型的には、スモールセルエリア２０Ａに入ったユーザ装置３０に対
して、スモールセル基地局２０は広い帯域幅による高速という長所を活用したデータ通信
を行う一方、マクロセル基地局１０はユーザ装置３０との接続を維持したまま、ユーザ装
置３０に制御信号を送信し、ユーザ装置３０からスモールセル基地局２０との接続に必要
な信号を受信する。この場合、マクロセル基地局１０は、ユーザ装置３０の無線通信ネッ
トワークへの接続およびユーザ装置３０のモビリティを維持する役割を果たす。つまり、
スモールセル基地局２０はＵプレーン（user plane）を担当し、マクロセル基地局１０は
Ｃプレーン（control plane）を担当する。スモールセル基地局２０は、ユーザ装置３０
とデータ通信を行うだけでなく、データ通信に必要ないくつかの制御信号もユーザ装置３
０と交換してもよい。マクロセル基地局１０とスモールセル基地局２０は、上位レベルの
制御情報を共有する。
【００２４】
　マクロセル基地局１０は、スモールセルエリア２０Ａに入ったユーザ装置３０がスモー
ルセル基地局２０と通信するために必要な情報（サイドインフォメーション）をスモール
セル基地局２０に供給する。このようなマクロセル基地局１０によるユーザ装置３０とス
モールセル基地局２０の通信の支援をマクロアシストまたはネットワークアシストと呼ぶ
。図４の例では、スモールセル基地局２０とマクロセル基地局１０は中央制御局１２に接
続されており、中央制御局１２が両者の間の情報を中継する。但し、スモールセル基地局
２０とマクロセル基地局１０は直接接続されていてもよい。
【００２５】
　このネットワークでは、下りリンクの無線通信にはＯＦＤＭＡ（Orthogonal Frequency
 Division Multiple Access）が使用され、上りリンクの無線通信にはＳＣ－ＦＤＭＡ（S
ingle Carrier-Frequency Division Multiple Access）が使用される。スモールセル基地
局２０の下りリンクの無線通信は、ＯＦＤＭＡの多重の利益に加え、ＭＩＭＯの空間多重
の利益を享受する。
【００２６】
　図４の例では、マクロセル基地局１０とスモールセル基地局２０は同じ無線アクセス技
術（ＲＡＴ（Radio Access Technology））を使用する。例えば、マクロセル基地局１０
とスモールセル基地局２０はＬＴＥ－Ａまたはそれ以降の３ＧＰＰ（Third Generation P
artnership Project）の規格に準拠した通信を行ってもよい。しかし、マクロセル基地局
１０とスモールセル基地局２０は、異なるＲＡＴを使用してもよい。例えば、マクロセル
基地局１０とスモールセル基地局２０のいずれかが、ＷｉＦｉ（登録商標）などの無線Ｌ
ＡＮの規格に準拠した通信を行ってもよい。
【００２７】
　以下、スモールセル基地局２０が無線送信局であり、ユーザ装置３０が無線受信局であ
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る例をとって、本発明に係る実施の形態を説明する。但し、本発明に係る無線送信局は、
スモールセル基地局２０に限らず、複数の送信アンテナとこれらの送信アンテナから放出
される電波のビームの方向を制御する機構を有する他の通信装置であってもよい。
【００２８】
第１の実施の形態
　図５は、本発明の第１の実施の形態に係る無線送信局と無線受信局の構成を示すブロッ
ク図である。図５に示すように、無線送信局は、プリコーダ（precoder）４０、ＮＴ個の
逆高速フーリエ変換器４２、ＮＴ個のガードインターバル（ＧＩ）付与器４４、ＮＴ個の
電力調整部４６、ＮＴ個の電力増幅器４８、およびＮＴ個の送信アンテナ素子５０を備え
る。
【００２９】
　送信アンテナ素子５０はMassive MIMOの送信アンテナセット５１を構成する。プリコー
ダ４０は、データ信号のＭ本のストリームに、プリコーディングウェイトを与え、ＮＴ個
の電気信号を生成する。このように、電気信号にプリコーディングウェイトを与えること
により、送信アンテナ素子５０から放出される電波のビームの方向が制御される。ＮＴ個
の電気信号は、逆高速フーリエ変換器４２で逆高速フーリエ変換され、ＧＩ付与器４４に
よりガードインターバルを付与されて、電力調整部４６に供給される。
【００３０】
　電力調整部４６は、ＮＴ個の送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力（ＮＴ

個の電力増幅器４８に供給される電気信号の電力）の相違が減縮されるように、少なくと
も一部の送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力（電力増幅器４８に供給され
る電気信号の電力）を調整する。図５では、ＮＴ個の電力調整部４６が示されているが、
電力調整部４６は、電力調整される電気信号の数と同じ数、設けてもよい。電力増幅器４
８は一定の増幅率で電気信号を増幅する。これらの電力増幅器４８は同じ性能を有する。
【００３１】
　プリコーダ４０は、フルデジタルタイプ（full digital type）であってもよいし、ハ
イブリッドタイプ（hybrid type）であってもよい。フルデジタルタイプのプリコーダ４
０は、すべての送信アンテナ素子５０の各々のために、プリコーディングのためのデジタ
ル回路を有する。ハイブリッドタイプのプリコーダ４０は、デジタル回路と、アナログの
位相回転素子を有しており、位相回転素子でビームの方向をおおまかに制御する一方、デ
ジタル回路でビームの方向を詳細に制御する。
【００３２】
　無線送信局の送信アンテナ素子５０から放出された電波は、Ｈで示された伝搬路を通っ
て、無線受信局の受信アンテナ素子６２に受信される。
【００３３】
　無線受信局は、ＮＲ個の受信アンテナ素子６２、ＮＲ個のガードインターバル（ＧＩ）
除去器６４、ＮＲ個の高速フーリエ変換器６６、およびポストコーダ６８を備える。
【００３４】
　受信アンテナ素子６２で受信された電波に由来する電気信号は、ガードインターバル（
ＧＩ）除去器６４によりガードインターバルが除去されて、高速フーリエ変換器６６で高
速フーリエ変換され、ポストコーダ６８に供給される。ポストコーダ６８は、ＮＲ個の電
気信号にポストコーディング行列を与え、データ信号のＭ本のストリームを再生する。
【００３５】
　各サブキャリアにおけるポストコーディング後の受信信号ベクトル
【数１】

は、下記の式（１）で表すことができる。
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【数２】

【００３６】
　ここで、

【数３】

は、Ｍ×ＮＴのプリコーディング行列であり、
【数４】

は、ＮＲ×ＮＴのチャネル行列であり、
【数５】

は、ＮＲ×Ｍのポストコーディング行列であり、
【数６】

は、送信信号ベクトルであり、
【数７】

は、無線受信局の熱雑音に起因する雑音ベクトルである。
【００３７】
　無線受信局は、式（１）を利用した公知の手法でデータ信号のＭ本のストリームを再生
する。
【００３８】
　無線送信局のプリコーダ４０でプリコーディング行列を与えるためのアルゴリズム（プ
リコーディングアルゴリズム）には、例えば、固有モードプリコーディング（eigenmode 
precoding）、ゼロフォーシング（Zero Forcing(ZF)）、チャネル行列のエルミート転置
（Hermitian transpose）をプリコーディング行列として使う方法、および非線形ビーム
フォーミング（nonlinear beam forming）などがある。これらのアルゴリズムは公知であ
り、詳しくは説明しない。
【００３９】
　図６は、この実施の形態の無線送信局のMassive MIMOの送信アンテナセット５１を示す
斜視図である。図６に示すように、この送信アンテナセット５１は、横方向（ｘ方向）に



(9) JP 6576352 B2 2019.9.18

10

20

30

40

50

１６個、縦方向（ｙ方向）に１６個の正方形一様平面アレーであって、２５６個の送信ア
ンテナ素子５０を有する。アンテナ素子５０の横方向の間隔Δｘは使用される波長の半分
であり、縦方向の間隔Δｚも使用される波長の半分である。
【００４０】
　Massive MIMOに限らず、MIMOにおいては、無線送信局が複数のストリームを送信するた
めにプリコーディングを行うので、複数の送信アンテナ素子のうち特定の送信アンテナ素
子に供給される電気信号の電力が、他の送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力よ
りも極めて高い。プリコーディングの結果、各送信アンテナ素子に供給される電気信号の
電力は、送信アンテナ素子全体の配列、使用されるプリコーディングアルゴリズム、その
送信アンテナ素子の位置、およびビームの送信方向に依存すると考えられる。
【００４１】
　図７は、電力調整部４６を有しない無線送信局が固有モードプリコーディングによって
電波を放出する場合の送信電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフであ
る。シミュレーションにおいては、図６に示す送信アンテナセットによって、送信アンテ
ナセットがなす平面に対して９０°の角度で１６ストリームを放出すると想定し、仲上・
ライス分布のフェージング（K = 10 dB、Kはライス係数である）を有する伝搬路を想定し
、各送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力の時間平均値を計算した。
【００４２】
　図７から明らかなように、送信アンテナセットの中央に配置された送信アンテナ素子５
０での電力が低いのに対して、送信アンテナセットの端部に配置された送信アンテナ素子
５０での電力が顕著に高い。特に、送信アンテナセットの四隅に配置された送信アンテナ
素子５０での電力は極めて高い。
【００４３】
　図８は、電力調整部４６を有しない無線送信局がゼロフォーシングによって電波を放出
する場合の送信電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフである。シミュ
レーションにおいては、図６に示す送信アンテナセットによって、送信アンテナセットが
なす平面に対して９０°の角度で１６ストリームを放出すると想定し、仲上・ライス分布
のフェージング（K = 10 dB）を有する伝搬路を想定し、各送信アンテナ素子５０に供給
される電気信号の電力の時間平均値を計算した。
【００４４】
　図８から明らかなように、送信アンテナセットの中央に配置された送信アンテナ素子５
０での電力が低いのに対して、送信アンテナセットの端部に配置された送信アンテナ素子
５０での電力が顕著に高い。特に、送信アンテナセットの四隅に配置された送信アンテナ
素子５０での電力は極めて高い。ゼロフォーシングでは、固有モードプリコーディングに
比べて、端部での電力が高く、ダイナミックレンジがより上昇する。
【００４５】
　図９は、電力調整部４６を有しない無線送信局がチャネル行列のエルミート転置をプリ
コーディング行列として使うプリコーディングアルゴリズムによって電波を放出する場合
の送信電力の分布を調査したシミュレーション結果を示すグラフである。シミュレーショ
ンにおいては、図６に示す送信アンテナセットによって、送信アンテナセットがなす平面
に対して９０°の角度で１６ストリームを放出すると想定し、仲上・ライス分布のフェー
ジング（K = 10 dB）を有する伝搬路を想定し、各送信アンテナ素子５０に供給される電
気信号の電力の時間平均値を計算した。但し、このプリコーディングアルゴリズムでは、
ストリームの角度は９０°に限定される。図９から明らかなように、この場合には、電力
の分布はかなり平坦であり、ダイナミックレンジが小さい。
【００４６】
　図７～図９のシミュレーション結果から、送信アンテナ素子５０に供給される電気信号
の電力の相違を減縮する電力調整部４６を設ける場合には、下記のように電力を調整する
ことが好ましいと理解される。
・　無線送信局で固有モードプリコーディングまたはゼロフォーシングを使用する場合に
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は、送信アンテナセット５１の端部に配置された送信アンテナ素子５０に供給される電気
信号の電力を減衰させるべきである。特に、送信アンテナセット５１の四隅に配置された
送信アンテナ素子５０（図１０の送信アンテナ素子５０Ｃ）に供給される電気信号の電力
を、四隅以外の端部に配置された送信アンテナ素子５０（図１０の送信アンテナ素子５０
Ｅ）に供給される電気信号の電力よりもさらに減衰させるべきである。図１０において、
送信アンテナ素子５０Ｅは、送信アンテナセット５１の４つの端部にそれぞれ１列にある
であるが、２列でもよい。
・　これに代えてまたはこれに加えて、無線送信局で固有モードプリコーディングまたは
ゼロフォーシングを使用する場合には、送信アンテナセット５１の中央に配置された送信
アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力を増加させるべきである。
・　無線送信局で使用されるプリコーディングアルゴリズムによって、電力調整を行うべ
きか否かを決定すべきである。
・　無線送信局で使用されるプリコーディングアルゴリズムによって、電力調整の程度を
決定すべきである。
・　無線送信局で１つのプリコーディングアルゴリズムしか使用しないのであれば、電力
調整の程度は固定でもよい。
・　無線送信局でチャネル行列のエルミート転置をプリコーディング行列として使うプリ
コーディングアルゴリズムしか使用しないのであれば、電力調整はしなくてよいかもしれ
ない。但し、この場合も電力調整を行ってもよい。
・電力調整の手段の詳細については後述するが、さらに従来のOFDMにおけるPAPR低減手段
を用いてもよい。この場合、PAPR低減に用いるパラメータとして、プリコーディングアル
ゴリズムやアンテナ素子の情報を用いてもよい。
【００４７】
　図５に示す各電力調整部４６の最も簡単な構成は、減衰率が固定の減衰器または増幅率
が固定の増幅器である。無線送信局で１つのプリコーディングアルゴリズム（例えば、固
有モードプリコーディングまたはゼロフォーシング）しか使わないのであれば、減衰率ま
たは増幅率は固定でよい。すなわち、電力調整部４６は、送信アンテナ素子５０に供給さ
れる電気信号の電力（電力増幅器４８に供給される電気信号の電力）を、あらかじめ設定
された調整量だけ調整すればよい。使用されるプリコーディングアルゴリズムに対して、
複数の送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力の相違が減縮されるように（好
ましくは電力の時間平均値が一様になるように）、減衰率または増幅率、すなわち調整量
を選択することができる。
【００４８】
　送信アンテナセット５１の四隅以外の端部に配置された送信アンテナ素子５０（図１０
の送信アンテナ素子５０Ｅ）に供給される電気信号の電力は、減衰器である電力調整部４
６で減衰すなわち低減される。送信アンテナセット５１の四隅に配置された送信アンテナ
素子５０（図１０の送信アンテナ素子５０Ｃ）に供給される電気信号の電力も、減衰器で
ある電力調整部４６で減衰される。送信アンテナ素子５０Ｃについての減衰量は、送信ア
ンテナ素子５０Ｅについての減衰量より大きいことが好ましい。他の送信アンテナ素子５
０（送信アンテナセット５１の中央に配置された送信アンテナ素子５０）に供給される電
気信号の電力は、増幅器である電力調整部４６で増幅すなわち増加される。
【００４９】
　電力調整部４６を有しない無線送信局について、シミュレーションまたは実験により各
送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力（例えば電力の時間平均）を調査し、
調査結果に基づいて、電力調整部４６の減衰率または増幅率、すなわち調整量を選択する
ことができる。例えば、減衰率は電力の逆数であってよい。
【００５０】
　送信アンテナセット５１のすべての送信アンテナ素子５０に供給される電気信号（すべ
ての電力増幅器４８に供給される電気信号の電力）にそれぞれ電力調整部４６を設ける場
合には、送信アンテナセット５１のすべての送信アンテナ素子５０に供給される電気信号
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（すべての電力増幅器４８に供給される電気信号の電力）の電力の時間平均値を容易に一
様にすることができる。また、送信アンテナセット５１の四隅を含む端部での電力を低減
するため、無線送信局全体で使用できる電力に余裕が生ずるので、送信アンテナセット５
１の各送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力を全体的に増加させることがで
きる。
【００５１】
　しかし、多数の電力調整部４６を設けるのは、回路の規模が大きくなり、電力消費も増
大する。そこで、減衰器である電力調整部４６だけを設けて、送信アンテナセット５１の
端部の送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力だけ調整してもよいし、増幅器
である電力調整部４６だけを設けて、送信アンテナセット５１の中央の送信アンテナ素子
５０に供給される電気信号の電力だけ調整してもよい。
【００５２】
　以上のように、この実施の形態においては、複数の送信アンテナ素子に供給される電気
信号の電力の相違が減縮される。したがって、送信アンテナ素子に供給される電気信号の
電力が電力増幅器４８で増幅される場合でも、電力増幅器４８から出力される信号の非線
形歪みを低減することができる。
【００５３】
　図１１は、第１の実施の形態の無線送信局の変形を示す。この変形では、プリコーダ４
０は、異なるプリコーディングアルゴリズム（例えば、固有モードプリコーディングおよ
びゼロフォーシング）から選択されたプリコーディングアルゴリズムを使用して、送信ア
ンテナ素子５０に供給される電気信号にプリコーディングウェイトを与える。電力調整部
４６は、減衰率が可変の減衰器または増幅率が可変の増幅器である。この無線送信局は、
電力制御部５２を有しており、電力制御部５２は、プリコーダ４０で使用されるプリコー
ディングアルゴリズムに応じて、電力調整部４６の調整量（電力調整部４６が減衰器の場
合には減衰率、電力調整部４６が増幅器の場合には増幅率）を調整する。したがって、電
力調整部４６は、プリコーダ４０で使用されるプリコーディングアルゴリズムに応じて、
電力の調整量を変更する。電力制御部５２は、コンピュータプログラムによって動作する
ＣＰＵ（central processing unit）であってよい。この変形でも電力調整部４６は、電
力調整の対象となる少なくとも一部の送信アンテナ素子５０に対して設けてよいし、すべ
ての送信アンテナ素子５０に対して設けてすべての送信アンテナ素子５０に供給される電
気信号の電力を調整してもよい。
【００５４】
　電力調整部４６を有しない無線送信局について、各プリコーディングアルゴリズムでの
シミュレーションまたは実験により各送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力
（例えば電力の時間平均）を調査し、調査結果に基づいて、電力調整部４６の減衰率また
は増幅率、すなわち調整量を選択することができる。例えば、減衰率は電力の逆数であっ
てよい。
【００５５】
　この変形では、上記の実施の形態の効果に加えて、無線送信局で複数のプリコーディン
グアルゴリズムを使用しうる場合に、プリコーダ４０で使用されるプリコーディングアル
ゴリズムに応じて、適切に電力の調整量を変更することができる。
【００５６】
第２の実施の形態
　図１２は、本発明の第２の実施の形態の無線送信局を示す。図１２において、図５と共
通する構成要素を示すために同一の符号が使用され、これらの構成要素については詳細に
は説明しない。
【００５７】
　第２の実施の形態の無線送信局は、少なくとも一部の送信アンテナ素子５０に供給され
る電気信号の電力を測定する複数の測定部５４と、電力制御部５６を有する。測定部５４
は、電力調整の対象となる少なくとも一部の送信アンテナ素子５０に対して設けてよいし
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、すべての送信アンテナ素子５０に対して設けてすべての送信アンテナ素子５０に供給さ
れる電気信号の電力を測定してもよい。
【００５８】
　電力調整部４６は、減衰率が可変の減衰器または増幅率が可変の増幅器である。第１の
実施の形態と同様に、電力調整部４６は、電力調整の対象となる少なくとも一部の送信ア
ンテナ素子５０に対して設けてよいし、すべての送信アンテナ素子５０に対して設けてす
べての送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力を調整してもよい。
【００５９】
　電力制御部５６は、コンピュータプログラムによって動作するＣＰＵであってよい。電
力制御部５６は、電力制御部５６の測定結果に基づいて、各送信アンテナ素子５０に供給
される電気信号の電力の時間平均または正規化電力を計算し、これらの時間平均電力また
は正規化電力に従って、電力調整部４６の調整量（電力調整部４６が減衰器の場合には減
衰率、電力調整部４６が増幅器の場合には増幅率）を調整する。したがって、電力調整部
４６は、測定部５４で測定された電力に基づいて（より具体的には、時間平均電力または
正規化電力に従って）、電力の調整量を変更する。例えば、減衰率は時間平均電力または
正規化電力の逆数であってよい。この場合、電力調整部４６は、時間平均電力または正規
化電力の逆数を、送信アンテナ素子に供給される電気信号の電力に乗算する。
【００６０】
　図１３は、この実施の形態に係る無線送信局が電波を放出する場合の送信電力の分布を
調査したシミュレーション結果を示すグラフである。シミュレーションにおいては、図６
に示す送信アンテナセットによって、送信アンテナセットがなす平面に対して９０°の角
度で１６ストリームを放出すると想定し、仲上・ライス分布のフェージング（K = 10 dB
）を有する伝搬路を想定し、各送信アンテナ素子５０に供給される電気信号の電力の時間
平均値を計算した。シミュレーションでは、送信アンテナセット５１のすべての送信アン
テナ素子５０に供給される電気信号の電力（すべての電力増幅器４８に供給される電気信
号の電力）の各々に、当該電力の時間平均または正規化電力の逆数を乗算した。シミュレ
ーションでは、固有モードプリコーディング、ゼロフォーシング、チャネル行列のエルミ
ート転置をプリコーディング行列として使うプリコーディングアルゴリズムについて、電
力分布を調査し、図１３に示す同じ結果が得られた。図１３から明らかなように、電力の
時間平均値の分布は平坦であり、電力の時間平均値を一様にすることができた。
【００６１】
　以上のように、この実施の形態においては、複数の送信アンテナ素子に供給される電気
信号の電力の相違が減縮される。したがって、送信アンテナ素子に供給される電気信号の
電力が電力増幅器４８で増幅される場合でも、電力増幅器４８から出力される信号の非線
形歪みを低減することができる。また、この実施の形態では、電力調整部４６は、測定部
５４で測定された電力に基づいて、少なくとも一部の送信アンテナ素子５０に供給される
電気信号の電力を調整するので、実際の電力に応じて、適切に電力の調整量を変更するこ
とができる。また、無線送信局で複数のプリコーディングアルゴリズムを使用しうる場合
に、プリコーダ４０で使用されるプリコーディングアルゴリズムに応じて、適切に電力の
調整量を変更することができる。
【００６２】
第３の実施の形態
　図１４は、本発明の第３の実施の形態の無線送信局を示す。図１４において、図１２と
共通する構成要素を示すために同一の符号が使用され、これらの構成要素については詳細
には説明しない。第３の実施の形態の無線送信局は、情報送信部５８を備える。情報送信
部５８は、ＣＰＵであってよい。
【００６３】
　情報送信部５８は、電力制御部５６による電力調整部４６での電力の調整結果を示す情
報を生成し、この情報を無線受信局に送信する。情報の送信形式は、情報を直接的に示す
制御情報であってよい。あるいは、特別な情報送信部５８を設けずに、参照信号に電力調
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整部４６で行った電力調整と同じ電力調整を行い、無線受信局が電力の調整結果を推定し
てもよい。つまり、電力の調整結果を無線受信局に間接的に通知してもよい。
【００６４】
　上記のように、電力調整部４６が少なくとも一部の送信アンテナ素子５０に供給される
電気信号の電力を調整する場合には、送信アンテナセット５１で形成される実際のビーム
の方向が、プリコーダ４０のプリコーディング行列で引き起こされるビームの方向とは異
なる。無線送信局が電力調整部４６での電力の調整結果を無線受信局に通知することによ
って、無線受信局は、例えばポストコーダ６８のポストコーディング行列を補正するなど
の処置によって、実際のビームに適した受信処理を行うことが可能である。第３の実施の
形態は、第２の実施の形態の修正であるが、上記の修正は第１の実施の形態およびその変
形で適用してもよい。
【００６５】
他の変形
　以上、Massive MIMOを例示して本発明の実施の形態を説明したが、本発明はMassive MI
MOに限られず他のMIMOにも適用可能である。送信アンテナセットの送信アンテナ素子の数
は２５６に限られず、例えば９でもよいし、送信アンテナセットは正方形アレーに限られ
ず、円形アレーまたは他の形状のアレーでもよい。
【００６６】
　上記の実施の形態では、スモールセル基地局２０が無線送信局であり、ユーザ装置３０
が無線受信局であるが、無線送信局はＧＭ（グループモビリティ）中継局であって、無線
受信局は基地局１５であってもよい。図１５は、ＧＭ中継局の用途を示す。ＧＭ中継局２
００は、移動可能な乗物１００に固定的に搭載されており、Massive MIMOのアンテナセッ
ト２２０を備える。ＧＭ中継局２００は、基地局１５と通信し、少なくとも基地局１５へ
の上りリンク通信にMassive MIMOを使用する。基地局１５は、マクロセル基地局１０であ
ってもよいし、スモールセル基地局２０であってもよい。ＧＭ中継局２００は、ユーザ装
置３０と通信するための送受信アンテナ２１０と通信する。ＧＭ中継局２００は、基地局
１５と乗物１００内のユーザ装置３０との通信を中継する。つまり、ＧＭ中継局２００は
、基地局１５から送信された乗物１００内のいずれかのユーザ装置３０宛ての下りリンク
信号を例えばアンテナセット２２０で受信し、送受信アンテナ２１０でそのユーザ装置３
０宛ての下りリンク信号を送信する。また、ＧＭ中継局２００は、乗物１００内のいずれ
かのユーザ装置３０から送信された上りリンク信号を送受信アンテナ２１０で受信し、ア
ンテナセット２２０で上りリンク信号のビームを基地局１５に向けて送信する。乗物１０
０は、不特定かつ複数のユーザを収容し得るバス、列車、トラム、その他の公共交通機関
の乗物であるが、自家用車等の個人用の乗物であってもよい。このように、同様に移動す
る複数のユーザ装置３０で構成されるグループのために信号を中継するため、中継局２０
０は、ＧＭ（グループモビリティ）中継局と呼ばれる。
【００６７】
　上記の実施の形態では、電力増幅器４８の前段に電力調整部４６が配置されているが、
本発明は実施の形態に限定されない。電力調整部４６は、電力増幅器４８に供給される電
気信号の電力を調整することができれば、任意の位置に配置することができる。
【符号の説明】
【００６８】
２　基地局、１０　マクロセル基地局、１２　中央制御局、１５　基地局（無線受信局）
、２０　スモールセル基地局（無線送信局）、３０　ユーザ装置（無線受信局）、４０　
プリコーダ、４２　逆高速フーリエ変換器、４４　ガードインターバル（ＧＩ）付与器、
４６　電力調整部、４８　電力増幅器、５０　送信アンテナ素子、５１　送信アンテナセ
ット、５２　電力制御部、５４　測定部、５６　電力制御部、５８　情報送信部、６２　
受信アンテナ素子、６４　ガードインターバル（ＧＩ）除去器、６６　高速フーリエ変換
器、６８　ポストコーダ、１００　乗物、２００　ＧＭ中継局（無線送信局）、２１０　
送受信アンテナ、２２０　アンテナセット。
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